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平成３０年６月文京区議会定例議会提案事項 
【平成３０年６月４日】 

 

１ 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（文京区例規集第１巻１２５７頁） 

⑴ 提案理由 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）の一部改正に伴い、規定を整備するため、提案

する。 

⑵ 改正内容 

   旅館業法の一部改正に伴う規定の整備（別表第五備考２） 

「第２条」→「第２条第２項」、「ホテル営業又は旅館営業」→「旅館・ホテル営業」 

 ⑶ 施行期日 公布の日から施行し、平成３０年６月１５日から適用する。 

 

 

２ 文京区特別区税条例等の一部を改正する条例（文京区例規集第２巻２１８９頁） 

⑴ 提案理由 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の一部改正等に伴い、規定を整備するため、提

案する。 

⑵ 改正内容 

ア 配偶者控除の見直しに伴う改正（第２３条） 

公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかった者が、控除対象配偶者の定義の変更に伴い新設

された源泉控除対象配偶者に係る配偶者特別控除を受けようとするときは、区民税の申告を不要と

する。 

イ たばこ税の税率の引上げ等 

  (ア) たばこ税の税率の引上げ（第５０条） 

たばこ税の税率を、次のとおり段階的に引き上げる。 

・平成３０年１０月１日   ５，２６２円／千本 → ５，６９２円／千本 

・平成３２年１０月１日   ５，６９２円／千本 → ６，１２２円／千本 

・平成３３年１０月１日   ６，１２２円／千本 → ６，５５２円／千本 

  (イ) 紙巻たばこ旧３級品に係る税率の経過措置の延長 

特例が廃止される紙巻たばこ旧３級品に係る税率の経過措置について、平成３０年４月１日か

ら平成３１年３月３１日までの間の税率を平成３１年９月３０日まで適用することとする。 

   (ウ) 紙巻たばこ旧３級品に係る手持品課税の税率の変更 

     (イ)により紙巻たばこ旧３級品の税率の引上げ時期が延期されることに伴い、平成３１年１０月

１日前に売渡し等が行われた紙巻たばこ旧３級品を、販売のために同日に所持する一定の卸売販

売業者等及び小売販売業者に対し、千本につき１，６９２円の税率で手持品課税を行うこととす

る。 

  ウ 加熱式たばこの課税方式の見直し等 

(ア) 課税区分の新設（第４７条） 

喫煙用の製造たばこの区分として、「加熱式たばこ」の区分を設ける。 

(イ) みなし製造たばこの整備（新設） 

加熱式たばこの喫煙用具であって、加熱により蒸気となるグリセリンその他の物品又はこれら

の混合物が充塡されたもの（一定の者により売渡しがされたもの等に限る。）は、製造たばこと

みなして条例の規定を適用することとする。この場合における製造たばこの区分は、加熱式たば

ことする。 

(ウ) 紙巻たばこの本数への換算方法の見直し（第４９条） 

   加熱式たばこの課税標準は、次のａ及びｂによって換算した紙巻たばこの本数の合計数とし、



- 2 - 

 

※ 加熱式たばこの重量１グラムをもって紙巻きたばこの１本に換算 

次の表のとおり５年間で段階的に導入する。 

ａ 加熱式たばこの重量（フィルターその他の一定の物品の重量を除く。）の０．４グラムをも

って紙巻たばこの０．５本に換算する。 

ｂ 加熱式たばこの小売定価を、紙巻たばこ１本の金額に相当する金額をもって、紙巻たばこの

０．５本に換算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 引用条文の整備（付則第１１条） 

   租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）の一部改正に伴う引用条文の整備 

オ その他規定の整備 

⑶ 施行期日等 

 ア 施行期日 平成３０年１０月１日。ただし、⑵ア及びエは平成３１年１月１日並びに⑵イ(ア)及び

ウ(ウ)はそれぞれの実施時期 

 イ 経過措置 

⑵イ(ア)の税率引上げ日前に売渡し等が行われた製造たばこを同日に販売のために所持する一定の

卸売販売業者等及び小売販売業者に対し、それぞれ次に定める税率で手持品課税を行う。 

・平成３０年１０月１日   ４３０円／千本 

・平成３２年１０月１日   ４３０円／千本 

・平成３３年１０月１日   ４３０円／千本 

 

 

３ 文京区民会館条例の一部を改正する条例（文京区例規集第３巻４９２８頁） 

⑴ 提案理由 動坂会館を新設するため、提案する。 

⑵ 改正内容  

   動坂会館の新設 

ア 名称及び位置 

   ・名称 動坂会館 

   ・位置 東京都文京区千駄木四丁目８番１４号 

イ 施設及び使用料 

 

 

 

 

⑶ 施行期日 平成３０年１０月１日 

実施時期 課税標準 

現行 現行の換算本数※×１．０ ― 

第１段階 

（平成３０年１０月１日） 
現行の換算本数×０．８ 改正後の換算本数×０．２ 

第２段階 

（平成３１年１０月１日） 
現行の換算本数×０．６ 改正後の換算本数×０．４ 

第３段階 

（平成３２年１０月１日） 
現行の換算本数×０．４ 改正後の換算本数×０．６ 

第４段階 

（平成３３年１０月１日） 
現行の換算本数×０．２ 改正後の換算本数×０．８ 

第５段階 

（平成３４年１０月１日） 
― 改正後の換算本数×１．０ 

施設名 
使用料 

午前 午後 夜間 

洋 室 １，１００円 １，２００円 １，２００円 
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４ 文京区シルバーピア条例の一部を改正する条例（第３巻５１４９頁） 

 ⑴ 提案理由 シルバーピアの使用者資格を改めるほか、規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容 

ア 使用者の資格（第５条第１項） 

二人世帯用のシルバーピアにおける使用者資格のうち、同居親族に係る要件について、親族の定

義に事実上親族と同様の事情にある者として規則で定める者を加える。 

  イ その他規定の整備 

 ⑶ 施行期日 平成３０年８月１日 

 

 

５ 文京区営住宅条例の一部を改正する条例（文京区例規集第３巻５２９８頁） 

 ⑴ 提案理由 区営住宅の使用者資格を改めるほか、規定を整備するため、提案する。 

⑵ 改正内容  

ア 使用者の資格（第５条第１項及び第２項） 

（ア） 区営住宅における使用者資格のうち、同居親族に係る要件について、親族の定義に事実上親族

と同様の事情にある者として規則で定める者を加える。 

（イ） 区営住宅の使用者資格に係る収入基準のうち、特に居住の安定を図る必要がある子育て世帯の

要件を「同居者に小学校就学の始期に達するまでの者がある場合」から「同居者に１８歳に達す

る日以後の最初の３月３１日までの間にある者がある場合」に改める。 

  イ その他規定の整備 

 ⑶ 施行期日 平成３０年８月１日 

 

 

６ 文京区障害者住宅条例の一部を改正する条例（文京区例規集第３巻５２１１頁） 

 ⑴ 提案理由 障害者住宅の使用者資格を改めるほか、規定を整備するため、提案する。 

⑵ 改正内容  

ア 使用者の資格（第４条第３項） 

 家族用の障害者住宅における使用者資格のうち、同居親族に係る要件について、親族の定義に事

実上親族と同様の事情にある者として規則で定める者を加える。 

  イ その他規定の整備 

 ⑶ 施行期日 平成３０年８月１日 

 

 

７ 文京区介護保険条例の一部を改正する条例（第２巻４４３２頁） 

 ⑴ 提案理由 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）の一部改正に伴い、規定を整備するた

め、提案する。 

 ⑵ 改正内容 

   介護保険法施行令の一部改正に伴う引用条文の整備（第１０条第１項第６号イ） 

  「第３８条第４項」→「第２２条の２第２項」 

 ⑶ 施行期日 平成３０年８月１日 
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８ 文京区保健衛生事務手数料条例の一部を改正する条例（文京区例規集第２巻２４６０頁） 

 ⑴ 提案理由 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）の一部改正に伴い、規定を整備するため、提案

する。 

⑵ 改正内容  

   旅館業法の一部改正に伴う規定の整備（別表１の項） 

「１ ホテル営業 ２ 旅館営業」→「１ 旅館・ホテル営業」 

 ⑶ 施行期日 公布の日から施行し、平成３０年６月１５日から適用する。 

 

 

９ 文京区旅館業法施行条例の一部を改正する条例（文京区例規集第２巻３６５３頁） 

 ⑴ 提案理由 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）の一部改正に伴い、規定を整備するため、提案

する。 

 ⑵ 改正内容 

  ア ホテル営業及び旅館営業の営業種別が旅館・ホテル営業へ統合されることに伴い、それぞれの施

設の構造設備の基準を統合する。 

  イ 簡易宿所営業の施設については、宿泊者の利用しやすい位置に受付等の事務に適した広さを有す

る玄関帳場又はフロントの設置を引き続き義務付ける。 

  ウ その他規定の整備 

 ⑶ 施行期日 公布の日から施行し、平成３０年６月１５日から適用する。 

 

 

10 文京区放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例（文京区例

規集第２巻３０８２頁） 

⑴ 提案理由 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６３

号）の一部改正に伴い、放課後児童支援員の資格要件を拡大するほか、規定を整備するため、

提案する。 

⑵ 改正内容 

  ア 放課後児童支援員の対象となる者として、以下の者を追加する。 

   (ア) 社会福祉学等を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）の規定による専門職大学の前期課程を修了した者 

(イ) ５年以上放課後児童健全育成事業に従事した者であって、区長が適当と認めたもの 

  イ その他規定の整備 

⑶ 施行期日 公布の日。ただし、⑵ア(ア)については平成３１年４月１日 

 

 

11 文京区立駒本小学校内装改修その他工事（一期）請負契約 

⑴ 契約の目的  文京区立駒本小学校内装改修その他工事（一期） 

⑵ 契約の方法  制限付き一般競争入札による契約 

⑶ 契約金額   金１億６，０９２万円 

⑷ 契約の相手方 東京都文京区本駒込三丁目３６番６号 

          トーヨー科建株式会社 

          代表取締役 末綱龍太 

【参考】 

① 工  期  契約締結の翌日から平成３１年３月１５日まで 

② 支出科目  平成３０年度 一般会計 教育費 学校教育費 


